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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

20
第１編
第１章　総則
1－2　用語の定義

35）「書面」とは、手書…する。ただし、やむを得
ず、業務帳票システムを用いない…

35）「書面」とは、手書…する。ただし、やむを得
ず、業務帳票管理システムを用いない…

表現の適正化

20
第１編
第１章　総則
1－2　用語の定義

37）「打合せ」とは、…調査職員と管理技術者が面談
により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをい
う。

37）「打合せ」とは、…調査職員と管理技術者が面談
（テレビ会議等の利用も含む）により、業務の方針及
び条件等の疑義を正すことをいう。

表現の適正化

21
第１編
第１章　総則
1－2　用語の定義

41）「JIS」とは、日本工業規格をいう。 41）「JIS」とは、日本産業規格をいう。 修正

21
第１編
第１章　総則
1-3　業務の着手

　受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、特
別の事情がない限り、契約締結後15日（土曜日、日曜
日、祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和６３
年法律第９１号）第１条に規定する行政機関の休日
（以下「休日等」という。））を含む）以内に業務に
着手しなければならない。この場合…

　受注者は、特記仕様書に定めのある場合を除き、特
別の事情がない限り、契約締結後15日（土曜日、日曜
日、祝休日等（行政機関の休日に関する法律（昭和63
年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日（以
下「休日等」という。））を含まない）以内に業務に
着手しなければならない。この場合…

修正

22
第１編
第１章　総則
1-6　管理技術者

６）管理技術者は、調査職員…十分に協議の上、相互
の…

６）管理技術者は、調査職員…十分に協議のうえ、相
互の…

修正

23

第１編
第１章　総則
1－8 照査技術者及び照
査

１）受注者は、発注者が設計図書において照査技術者
による照査を定めた場合、当該業務における照査技術
者を定め、発注者に通知するものとする。

１）受注者は、発注者が設計図書において照査技術者
による照査を定めた場合、当該業務における照査技術
者を定め、発注者に通知するものとする。
　なお、照査技術者が複数にわたる場合、通知及びテ
クリス登録は１名までとする。また、受注者が設計共
同企業体である場合においても設計共同企業体で１名
までとする。

追記

23
第１編
第１章　総則
1－9　提出書類

３）受注者は、契約時…
　登録の期日は次によるものとする。
（１）受注時は契約締結後、土曜日、日曜日、祝日等
を除き10日以内とする。
（２）完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝日等
を除き10日以内とする。
（３）登録内容の変更又は訂正時は変更又は訂正が
あった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以
内とする。変更又は訂正時と完了時の間が土曜日、日
曜日、祝日等を除き10日に満たない場合は、変更又は
訂正時の登録を省略できるものとする。

３）受注者は、契約時…
　登録の期日は次によるものとする。
（１）受注時は契約締結後、土曜日、日曜日、祝休日
等を除き15日以内とする。
（２）完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝休日
等を除き15日以内とする。
（３）登録内容の変更又は訂正時は変更又は訂正が
あった日から、土曜日、日曜日、祝休日等を除き15日
以内とする。変更又は訂正時と完了時の間が土曜日、
日曜日、祝休日等を除き15日に満たない場合は、変更
又は訂正時の登録を省略できるものとする。

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

24
第１編
第１章　総則
1－10　業務の打合せ等

記載なし ４）調査職員及び管理技術者は「クイックレスポン
ス」に努める。
　クイックレスポンスとは、問合せ等に対して、「そ
の日のうち」に回答することをいう。なお、即日回答
が困難な場合などは、いつまでに回答が必要かを確認
し、回答期限を設けるなど、何らかの回答を「その日
のうち」に回答するもの。
５）調査職員と管理技術者による打合せは、テレビ・
ＷＥＢ会議を活用するものとし、事前に調査職員と協
議のうえ、決定する。なお、打合せ方法に変更が生じ
た場合についても、都度調査職員と協議のうえ、変更
できるものとする。
　機器・機材（パソコン、モニター、プロジェクター
等）及びインターネット通信は発注者と受注者の双方
で準備するものとし、使用するアプリケーションは発
注者と受注者との協議にて決定する。
　受注者は、打合せの都度、その内容を書面（打合せ
記録簿）に記録し、相互に確認するものとする。

項目等の追加

25
第１編
第１章　総則
1-14　作業時間

２）受注者は、業務計画に記載した以外に夜間若しく
は官公庁の休日に現場で調査設計業務を行う場合、事
前に理由を付した書面を調査職員に提出し、承諾を得
なければならない。

２）受注者は、業務計画に記載した以外に夜間若しく
は官公庁の休日に現場で調査設計業務を行う場合、事
前に理由を付した書面を調査職員に提出し、承諾を得
なければならない。ただし、1-19履行報告に定める週
間工程表提出時に理由を付して調査職員に提出・確認
をもって承諾を得たもので代用できるものとする。

追記

26
第１編
第１章　総則
1-19　履行報告

１）受注者は、契約書第15条の規定に基づき履行状況
を「２.提出書類様式集」に定める様式に基づき作成
し、調査職員に提出するものとする。

１）受注者は、契約書第15条の規定に基づき履行状況
を「２.提出書類様式集」に定める様式に基づき作成
し、調査職員に提出するものとする。ただし、業務工
程計画と履行状況を比較できる工程管理表及び週間工
程表等の様式を、事前に調査職員の承諾を得たうえ
で、履行状況として代用できるものとする。

追記
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

27
第１編
第１章　総則
1－21  検　  査

記載なし 11) 検査は、テレビ・ＷＥＢ会議による検査を行うこ
とができるものとし、調査職員と協議により決定す
る。
　機器・機材（パソコン、モニター、プロジェクター
等）及びインターネット通信は受発注者双方で準備す
るものとし、使用するアプリケーションは受発注者間
の協議にて決定する。

項目等の追加

30

第１編
第１章　総則
1－28 引渡し前におけ
る成果物の使用

２）受注者は、部分使用に承諾した場合、発注者に部
分使用同意書とともに成果物を提出するものとする。

２）受注者は、部分使用に承諾した場合、発注者に部
分使用承諾書とともに成果物を提出するものとする。

修正

31
～32

第１編
第１章　総則
1－32 個人情報の取扱
い

１）基本的事項
　受注者は、個人情報の・・・を侵害することのないよう、個
人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57
号）、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
（平成15年５月30日法律第58号）等関係法令に基づき、個
人情報の…

１）基本的事項
　受注者は、個人情報の・・・を侵害することのないよう、個
人情報の保護に関する法律（平成15年５月30日法律第57
号） 、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
 （平成15年５月30日法律第58号）等関係法令に基づき、個
人情報の…

修正

35

第１編
第１章　総則
1－36 委員会等の設置
3）

委員会の審議の結果、条件変更の必要が生じた場合に
は、1-23契約変更の規定によるものとする。

委員会の審議の結果、条件変更の必要が生じた場合に
は、「1－23契約変更」の規定によるものとする。

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

追
加

第１編
第１章　総則
１－47　業務完成図書

記載なし １－47　業務完成図書
１）業務完成図書は、電子納品によるものとする。
電子納品とは、特記仕様書、図面、業務計画書、報告
書、納品図面、管理写真、測定データ等全ての最終成
果（以下「業務完成図書」という。）を「土木設計業
務等の電子納品要領」（以下「要領」という。）に示
されたファイルフォーマットに基づいて電子データで
作成し、納品するものである。なお、電子化の対象書
類及び書面における署名又は押印の取り扱いについて
は、調査職員と協議のうえ、決定する。また、電子納
品の運用にあたっては、「地方整備局（港湾空港関
係）の事業における電子納品等運用ガイドライン【資
料編】」及び「地方整備局（港湾空港関係）の事業に
おける電子納品運用ガイドライン【業務編】」を参考
にする。
２）受注者は、「地方整備局（港湾空港関係）の事業
におけるオンライン電子納品実施要領」に基づき、電
子成果をインターネット経由で納品するものとする。
なお、オンラインによる納品が実施できない場合は、
調査職員と協議のうえ、電子媒体に格納して納品する
こと。
３）電子媒体の提出時はCD-R、DVD-R又はBD-Rを２部
提出しなければならない。
４）「紙」による報告書を提出する場合は、設計図書
に定める内容にて提出すること。

項目等の追加

追
加

第１編
第１章　総則
１－48　情報ネット
ワークの活用

記載なし １－48　情報ネットワークの活用
（施工管理に関する情報化）
１）提出書類の事務処理、施工管理においてインター
ネットと発注者が提供するシステム（業務帳票管理シ
ステム）を利用するものとする。
２）システム利用に係わるユーザ名、パスワード等の
管理については、他に漏らしてはならない。

項目等の追加

43

第２編
第１章測量業務
第１節深浅測量
1－1－5

２．受注者は、最低水面…海上保安庁海洋情報部ホー
ムページ（http://www1.kaiho.mlit.go.jp）の平均…

２．受注者は、最低水面…海上保安庁海洋情報部ホー
ムページ（https://www1.kaiho.mlit.go.jp）の平均
…

修正
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頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

48

第２編
第１章測量業務
第２節水路測量
1－2－5　4.(1)
表２－２音響測深機の
性能（水深100ｍ未満）

※スワス音響測深機…（受信素子が4個以上のものに
限る。）で船体に固定して使用するものをいう。

※スワス音響測深機…（受信素子数が４個以上のもの
に限る。）で船体に固定して使用するものをいう。

修正

50

第２編
第１章測量業務
第２節水路測量
1－2－5　5.(1)
表２－３ 未測深幅

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。
水路測量における測定又は調査の方法に関する告示
（平成14年4月1日海上保安庁告示第102号）

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。
水路測量における測定又は調査の方法に関する告示
（平成14年４月１日海上保安庁告示第102号　平成21
年３月31日　海上保安庁告示第110号一部改正）

追記

55
第２編
第１章 測量業務
第４節　地形測量

1－4－3 地形測量
　TS等を用いる方法による細部測量については、国土
交通省公共測量作業規程による。
　なお、国土交通省公共測量作業規程は、作業規程の
準則（平成２８年３月３１日国土交通省告示第５６５
号）を準用する。

1－4－3 地形測量
　TS等を用いる方法による細部測量については、国土
交通省公共測量作業規程による。
　なお、国土交通省公共測量作業規程は、作業規程の
準則（令和２年３月31日国土交通省告示第461号）を
準用する。

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

59

第２編
第２章　環境調査業務
第２節水質調査
表２－４　水質試験方
法

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

60

第２編
第２章　環境調査業務
第２節水質調査
表２－４　水質試験方
法

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

61

第２編
第２章　環境調査業務
第２節水質調査
表２－４　水質試験方
法

修正
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頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

61

第２編
第２章　環境調査業務
第２節水質調査
表２－４　水質試験方
法

修正

62
第２編
第２章 環境調査業務
2-2-7　2.

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とす
る。
　①調査方針と水質調査内容の適切性
　②試験結果と既存資料の整合性
　③成果物の適切性

２．照査技術者が行う照査は、次に掲げる事項とす
る。
　(1) 調査方針と水質調査内容の適切性
　(2) 試験結果と既存資料の整合性
　(3) 成果物の適切性

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

64

第２編
第２章　環境調査業務
第３節底質調査
表２－５　底質試験方
法

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

65

第２編
第２章　環境調査業務
第３節底質調査
表２－５　底質試験方
法

修正
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頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

66

第２編
第２章　環境調査業務
第３節底質調査
表２－５　底質試験方
法

修正
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頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

第２編
第２章　環境調査業務
第３節底質調査
表２－５　底質試験方
法

修正

67

第２編
第２章　環境調査業務
第４節騒音調査
2-4-3

受注者は、調査の実施に当たり既存資料、観測データ
…

受注者は、調査の実施に当り、既存資料、観測データ
…

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

68

第２編
第２章　環境調査業務
第４節騒音調査
2-4-4　2.

（2）受注者は、「騒音に係る環境基準（平成11年4月
1日施行）」の定める方法により測定しなければなら
ない。

（2）受注者は、「騒音に係る環境基準について（平
成10年9月30日環境庁告示64号）」の定める方法によ
り測定しなければならない。

修正

71

第２編
第２章　環境調査業務
第６節悪臭調査
表２－６ 悪臭物質成分
濃度測定方法

追記

71～
72

第２編
第２章　環境調査業務
第６節悪臭調査
表２－８ 悪臭物質排出
成分濃度測定方法

追記

83

第２編
第５章　磁気探査業務
第１節磁気探査
5-1-2

受注者は、探査を実施するに当たり、必要な… 受注者は、探査を実施するに当り、必要な… 修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

88

第２編
第７章　水理模型実験
業務
第１節水理模型実験
7-1-2

受注者は、実験を行うにあたり、事前に… 受注者は、実験を行うに当り、事前に… 修正

90

第３編
第１章　土質調査業務
第１節土質調査
1-1-2

1.受注者は、陸上部…関係機関と協議の上、現場… 1.受注者は、陸上部…関係機関と協議のうえ、現場… 修正

92～
93

第３編
第１章　土質調査業務
第１節土質調査
1-1-7　4.

4.孔内水平載荷試験
（1）略
（2）受注者は、「JGS1421（孔内水平載荷試験方法
【地盤のプレッシャーメータ試験】）」により載荷試
験を行わなければならない。

4.孔内載荷試験
（1）略
（2）受注者は、「JGS1531-2012地盤の指標値を求め
るためのプレッシャーメータ試験」、「JGS3531-2012
地盤の物性を評価するためのプレッシャーメータ試
験」及び「JGS3532-2012ボアホールジャッキ試験」に
より載荷試験を行わなければならない。

修正

96

第３編
第１章　土質調査業務
第１節土質調査
1-1-9　表3-4

修正

98

第３編
第１章　土質調査業務
第１節土質調査
1-1-12

(3)受注者は、地盤情報…検定を受けた上で、「国土
地盤情報データベース」に登録しなければならない。
受注者は、地盤情報公開及び…発注者の指示に従って
成果品データに「公開可否コード」を記入した上で、
検定の申込を行うこととする。なお、検定…

(3)受注者は、地盤情報…検定を受けたうえで、「国
土地盤情報データベース」に登録しなければならな
い。
受注者は、地盤情報公開及び…発注者の指示に従って
成果品データに「公開可否コード」を記入したうえ
で、検定の申込を行うこととする。なお、検定…

修正

142
調査業務写真管理基準
２章　深浅測量

工　　種　１）深浅測量
注意事項及び説明　船上…の作業状況撮影

工　　種　１）深浅測量
注意事項及び説明　　船上…の作業状況を撮影

修正

144
調査業務写真管理基準
４章　土質調査

工　　種　土質調査
撮影区分　品質管理
撮影項目　乱さない試料採取後の状況

工　　種　土質調査
撮影区分　品質管理
撮影項目　乱れの少ない試料採取後の状況

修正

146
調査業務写真管理基準
５章　環境調査

工　　種　４）騒音調査
撮影区分　＿＿＿＿＿＿

工　　種　４）騒音調査
撮影区分　施工管理

追記
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

146
調査業務写真管理基準
５章　環境調査

体裁の修正

147
調査業務写真管理基準
５章　環境調査

体裁の修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

148
調査業務写真管理基準
５章　環境調査

体裁の修正

152
添付資料
「港湾工事等潜水作業
従事者配置要領」

「港湾工事等潜水作業従事者配置要領」
１．目的
　　この要領は、～
２．定義
　1)この要領において～

１．港湾工事等潜水作業従事者配置要領
１）目的
　　この要領は、～
２）定義
　(1)この要領において～
※以降、同様に番号表示の統一

修正

155
添付資料
２．管理技術者及び照
査技術者資格表

備考欄
　但し、～

備考欄
　ただし、～

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

158
付属資料
１．共通仕様書掲載Ｊ
ＩＳ・ＪＧＳ一覧表

項目等の追加

港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　19



港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

159
付属資料
１．共通仕様書掲載Ｊ
ＩＳ・ＪＧＳ一覧表

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

160
付属資料
１．共通仕様書掲載Ｊ
ＩＳ・ＪＧＳ一覧表

修正

161

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
航行安全に関する法令

内航海運業法（昭和27. 5.27法律151号）
　同施行規則（昭和27．7．2運輸省令第42号）

内航海運業法（昭和27. 5.27法律151号）
　同施行令（令和4．1．4政令第７号）
　同施行規則（昭和27．7．2運輸省令第42号）

追記
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

161
～
162

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
港湾等整備に関する法
令

港湾の施設の技術上の基準を定める省令（昭和49.
7.16運輸省令第30号）
漁港法（昭和25. 5. 2法律第137号）
～
海岸法（昭和31. 5.12法律第101号）
　同施行令（昭和31.11. 7政令第332号）
　同施行規則（昭和31.11.10農林、運輸、建設省令第
１号）
公有水面埋立法（大正10. 4. 9法律第57号）
　同施行令（大正11. 4. 8勅令第194号）
　同施行規則（昭和49. 3.18運輸、建設省令第１号）

港湾の施設の技術上の基準を定める省令（平成19.
3.26国土交通省令第15号）
漁港漁場整備法（昭和25. 5. 2法律第137号）
～
海岸法（昭和31. 5.12法律第101号）
　同施行令（昭和31.11. 7政令第332号）
　同施行規則（昭和31.11.10農林省、運輸省、建設省
令第１号）
公有水面埋立法（大正10. 4. 9法律第57号）
　同施行令（大正11. 4. 8勅令第194号）
　同施行規則（昭和49. 3.18運輸省、建設省令第１
号）

修正

162
～
163

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
海洋汚染防止等に関す
る法令

～
資源の有効な利用の（平成3．4.26法律第48号）
促進に関する法律
建設工事に係る資材（平成12．5.31法律第104号）
の再資源化等に関す
る法律
　同施工令（平成12.11.19政令第495号）
　同施行規則（平成14．3．5
　　　　　　　　国土交通省・環境省第1号）
水質汚濁防止法（昭和45.12.25法律第138号）
　同施行令（昭和46. 6.17政令第188号）
　同施行規則（昭和46. 6.19
　　　　　　　　　　総理府通産省令第２号）
水産資源保護法（昭和26.12.17法律第313号）
自然環境保全法（昭和47. 6.22法律第85号）
　同施行令（昭和48. 3.31政令第38号）
　同施行規則（昭和48. 2. 9総理府令第62号）

～
資源の有効な利用の促進に関する法律
　　　　　（平成3．4.26法律第48号）
　同施行令（平成3.10.18政令第327号）
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
　　　　　（平成12．5.31法律第104号）
　同施行令（平成12.11.19政令第495号）
　同施行規則（平成14．3．5
　　　　　　　　国土交通省、環境省第1号）
水質汚濁防止法（昭和45.12.25法律第138号）
　同施行令（昭和46. 6.17政令第188号）
　同施行規則（昭和46. 6.19
　　　　　　　　　　総理府、通商産業省令第２号）
水産資源保護法（昭和26.12.17法律第313号）
　同施行令（昭和27．6.14政令第194号）
　同施行規則（昭和27. 6.16農林省令第44号）
自然環境保全法（昭和47. 6.22法律第85号）
　同施行令（昭和48. 3.31政令第38号）
　同施行規則（昭和48.11. 9総理府令第62号）

追記
修正

163

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
危険物に関する法令

火薬類取締法（昭和25. 5. 4法律第149号）
令同施行規則（昭和25.10.31通産省令第88号）
火薬類の運搬に関す（昭和35.12.28総理府令第65号）
る総理府令
～

火薬類取締法（昭和25. 5. 4法律第149号）
　同 施行令 （昭和25.10.31政令第323号）
　同 施行規則 （昭和25.10.31通商産業省令第88号)
火薬類の運搬に関する内閣府令
　　　　　　　（昭和35.12.28総理府令第65号）

追記
修正
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頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

164

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
交通安全に関する法令

～
土砂等を運搬する大（昭和42. 8. 2法律第131号）
型自動車による交通
事故の防止等に関す
る特別措置法

～
土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等
に
関する特別措置法（昭和42. 8. 2法律第131号）
　同施行令（昭和42.12.18政令第363号）
　同施行規則（昭和42.12.22運輸省令第86号）

追記
修正

164

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
船舶設備に関する法令

船舶安全法（昭和8. 3.15法律第11号）
　同施行令（昭和9. 2. 1勅令第13号）
　同施行規則（昭和38. 9.25運輸省令第41号）
鋼船構造規程（昭和15. 4.24逓信省令第24号）
船舶構造規則（平成10. 3.31運輸省令第16号）
船舶機関規則（昭和59．8.30運輸省令第55号）
～

船舶安全法（昭和8. 3.15法律第11号）
　同施行令（昭和9. 2. 1勅令第13号）
　同施行規則（昭和38. 9.25運輸省令第41号）
 鋼船構造規程（昭和15. 4.24逓信省令第24号）
船舶構造規則（平成10. 3.31運輸省令第16号）
船舶機関規則（昭和59．8.30運輸省令第28号）
～

削除
修正

164

付属資料
２．海上工事における
関係法令一覧
船員に関する法令

船舶職員及び小型（昭和26. 4.16法律第149号）
船舶操縦者法
　同施行令（昭和58. 2.12政令第令13号）
　同施行規則（昭和26.10.15運輸省令第91号）
船員法（昭和22. 9. 1法律第100号）
　同施行規則（昭和22. 9. 1運輸省令第23号）
小型船等に乗組む海（昭和42. 6. 2運輸省令第31号）
員の労働時間及び休
日に関する省令
船員労働安全衛生規則(昭和39. 7.31運輸省令第53号)
船員保険法（昭和14. 4. 6法律第73号）

船舶職員及び小型船舶操縦者法
　　　　　（昭和26. 4.16法律第149号）
　同施行令（昭和58. 2.12政令第 令13号）
　同施行規則（昭和26.10.15運輸省令第91号）
船員法（昭和22. 9. 1法律第100号）
　同施行規則（昭和22. 9. 1運輸省令第23号）
 小型船等に乗組む海（昭和42. 6. 2運輸省令第31号）
 員の労働時間及び休
 日に関する省令
船員労働安全衛生規則(昭和39. 7.31運輸省令第53号)
船員保険法（昭和14. 4. 6法律第73号）
　同施行令（昭和28. 8.31政令第240号）
　同施行規則（昭和15. 2.27厚生省令第５号）

削除
追記
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

165

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(1) 港湾区域内で、工
事等を施工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

166

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(2) 港域内又は境界付
近で工事等を施工する
場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

166

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(3) 港湾区域及び第56
条第１項の規定により
公示されている水域を
除く水域で工事等を施
工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

167

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(3) 港湾区域及び第56
条第１項の規定により
公示されている水域を
除く水域で工事等を施
工する場合
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

167
～
169

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(4) 東京湾、伊勢湾、
瀬戸内海で工事等を施
工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

167
～
169

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(4) 東京湾、伊勢湾、
瀬戸内海で工事等を施
工する場合

修正

167
～
169

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(4) 東京湾、伊勢湾、
瀬戸内海で工事等を施
工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

169
～
171

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(6) 海岸保全区域で工
事等を施工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

169
～
171

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(6) 海岸保全区域で工
事等を施工する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

169
～
171

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(6) 海岸保全区域で工
事等を施工する場合

修正

171
～
172

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(7) 自然公園、特別地
域内で工事等を施工す
る場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

171
～
172

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(7) 自然公園、特別地
域内で工事等を施工す
る場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

171
～
172

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(7) 自然公園、特別地
域内で工事等を施工す
る場合

修正

173

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(8) 水路測量を実施す
る場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

173
～
174

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(9) 航路標識を設置、
管理、変更する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

173
～
174

付属資料
３．工事等に関する許
可申請、届出手続の手
引き
(9) 航路標識を設置、
管理、変更する場合

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

175
～
176

付属資料
４．船舶航行に関する
報告手続の手引き
(1) 長大物件をえい
（押）航するときの航
路通報

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

修正

176

付属資料
４．船舶航行に関する
報告手続の手引き
(2) 海難発生時の通報

修正

176
～
177

付属資料
４．船舶航行に関する
報告手続の手引き
(3) 航路標識等事故発
生時の通報

名称　航路標識事故発生時の通報
根拠法令　航路標識法7

名称　航路標識事故発生時の通報
根拠法令　航路標識法25

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

177
～
178

付属資料
４．船舶航行に関する
報告手続の手引き
(4) 海難報告

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

177
～
178

付属資料
４．船舶航行に関する
報告手続の手引き
(4) 海難報告

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

180
提出書類様式一覧表(受
注者作成分)

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

181
提出書類様式一覧表(受
注者作成分)

項目等の追加
体裁の修正

189
２．提出書類様式集
様式番号７

契約保証減額請求書

　令和　年　月　日付けで変更した下記業務につい
て、契約書第４条第４項に基づき契約保証を○○○○
円減額することを請求します。

契約保証減額請求書

　令和　年　月　日付けで変更した下記業務につい
て、契約書第４条第６項に基づき契約保証を○○○○
円減額することを請求します。

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

192
２．提出書類様式集
様式番号10

再委託通知書

　○月○日付請求の有りました再委託先に関する事項
について、下記のとおり通知します。

再委託通知書

　○月○日付請求のありました再委託先に関する事項
について、下記のとおり通知します。

修正

196
２．提出書類様式集
様式番号14

経歴書

職歴年月日・○○調査・発注者・役職
１．昭和○○年○○月○○株式会社入社
１．昭和○○年○○月～ 昭和○○年○○月○○調査
１．昭和○○年○○月～ 昭和○○年○○月××調査
１．平成○○年○○月～ 平成○○年○○月△△調査
　　管理技術者

経歴書

職歴年月日・○○調査・発注者・役職
１．昭和○○年○○月○○株式会社入社
１．平成○○年○○月～ 平成○○年○○月○○調査
１．平成○○年○○月～ 平成○○年○○月××調査
１．令和○○年○○月～ 令和○○年○○月△△調査
　　管理技術者

修正

215
２．提出書類様式集
様式番号30

部分使用同意書 部分使用承諾書 修正

221
２．提出書類様式集
様式番号36

履行期間変更事前協議書

下記業務について、契約書第２３条に基づく履行期間
の変更を協議します。

履行期間変更事前協議書

下記業務について、契約書第２３条第１項に基づく履
行期間の変更を協議します。

追記
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

242
提出書類様式一覧表
（発注者作成分）

項目の追加
修正

243
２．提出書類様式集
様式番号１

契約保証増額請求書

　令和　年　月　日付けで変更した下記業務につい
て、契約書第４条第４項に基づき契約保証を○○○○
円増額することを請求します。

契約保証増額請求書

　令和　年　月　日付けで変更した下記業務につい
て、契約書第４条第６項に基づき契約保証を○○○○
円増額することを請求します。

修正
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

244
提出書類様式集
（発注者作成分）
様式番号2

表現の適正化
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

269
提出書類様式集
（発注者作成分）
様式番号25

表現の適正化
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

270
提出書類様式集
（発注者作成分）
様式番号26

表現の適正化
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港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書　一部改正　（Ｒ５．３）新旧対比表
頁 行又は項目 現行（Ｒ３．３） 一部改訂（Ｒ５．３） 摘要

275

２．提出書類様式集
提出書類様式一覧表
(受注者作成分）
様式番号31

情報管理体制の同意について

１．「○○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名
簿及び情報管理体制図（様式番号44）」に変更が生じ
た場合は、改めて当局の同意を得る必要があるため、
変更した「情報取扱者名簿及び情報管理体制図の変更
について（様
式番号46）」を再提出すること。なお、変更…

情報管理体制の同意について

１．「○○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名
簿及び情報管理体制図（様式番号44）」に変更が生じ
た場合は、改めて当局の同意を得る必要があるため、
変更した「情報取扱者名簿及び情報管理体制図の変更
について（様
式番号45）」を再提出すること。なお、変更…

修正

276

２．提出書類様式集
提出書類様式一覧表
(受注者作成分）
様式番号32

情報管理体制の変更同意について

令和○年○月○日付で貴社より提出のありました「○
○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名簿及び情
報管理体制図の変更について（様式番号46）」につい
て、情報保全上…
　　　　　　　　　　　　　記
１．「○○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名
簿及び情報管理体制図の変更について（様式番号
46）」に再度変更が生じた場合は、改めて当局の同意
を得る必要があるため、変更した「情報取扱者名簿及
び情報管理体制図の変更について（様式番号46）」を
再提出…

情報管理体制の変更同意について

令和○年○月○日付で貴社より提出のありました「○
○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名簿及び情
報管理体制図の変更について（様式番号45）」につい
て、情報保全上…
　　　　　　　　　　　　　記
１．「○○○○（契約件名）」に係る「情報取扱者名
簿及び情報管理体制図の変更について（様式番号
45）」に再度変更が生じた場合は、改めて当局の同意
を得る必要があるため、変更した「情報取扱者名簿及
び情報管理体制図の変更について（様式番号45）」を
再提出…

修正

278
～
306

○設計・測量・調査等
業務標準契約書の制定
について

　　　　　平成8年2月29日港管第444号
最終改正  令和2年3月30日国港総第720号
　　　　　港湾局長から特定部局長あて

　　　　　平成8年2月29日港管第444号
最終改正  令和4年8月8日国港総第321号
　　　　　港湾局長から特定部局長あて

修正
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